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は じ め に

近年，教育現場では様々な専門家が入り教員と共に学校支援に携わることが

増えている。1995年に開始されたスクールカウンセラー事業や 2007年から

の特別支援教育の本格的実施に伴い，スクールカウンセラーや巡回相談員など

といった外部からの専門家と教員の間の協働・連携の必要性と重要性が徐々に

認識され始め，様々な実践報告がなされるようになった。このような流れの

中，専門性や立場の異なる人々が支援方法や内容について情報を提供し合い，

また享受し合うための有効な方法として「コンサルテーション」という概念が

重視されてきている。コンサルテーションは，これまで欧米を中心に数多く研

究がなされ，教育問題だけでなく貧困・精神衛生問題など様々な分野において

大きな成果を上げてきた（Sheridan, Kratochwill, & Bergan, 1996）。本稿で

は，その中でも特に有効な方法のひとつとして「行動コンサルテーション」を

取り上げる。行動コンサルテーションとは，応用行動分析学の技法を用いて，

クライエント（例えば児童生徒）の示す行動上の問題に対して，コンサルティ

（例えば教師や保護者）とコンサルタント（専門職にある者）が協働し，問題

解決を図っていく支援の一形態である（Bergan & Kratochwill, 1990；加藤

・大石，2004）。行動コンサルテーションの有効性については，欧米における

多くの研究の蓄積によって明らかにされているが，日本においてはまだ注目さ

れ始めたばかりであり，今後のさらなる検討が望まれている。そこで本稿で
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は，行動コンサルテーションについて，その方法や特徴，これまでの研究を概

観し，さらにその中でも近年特に重要性が叫ばれている「介入整合性の検討」

に焦点を当て，日本の教育現場の実状に適合した行動コンサルテーションの必

要性を提案する。

教育現場における行動コンサルテーションの必要性と有効性

2007年 4月より，「学校教育法等の一部を改正する法律」が施行に伴い，

小・中学校においてこれまで積極的な教育支援の対象とされにくかった LD,

ADHD，高機能自閉症を含む障害のある児童・生徒に対して適切な支援を行

うことが規定され，特別支援教育が本格的に実施されている。各学校において

は，特別支援教育における専門的な役割を担うための「特別支援教育コーディ

ネーター」が配置され，支援対象となる児童・生徒の具体的な支援方法の計画

・立案を率先することはもちろん，教員間・保護者・外部の専門家等との連携

を調整し，支援のための組織やシステムが効果的かつ効率的に運用されるため

の窓口としての役割が求められている。また，特別な教育的支援を必要とする

児童生徒への指導を校内で適切に行うためには，教員の十分な共通理解と

LD, ADHD，高機能自閉症への専門的知識や理解が欠かせず，そのために，

校内研修を組織的に活用し教員の意識改革や特別な教育的支援を必要とする児

童生徒に対する指導力を高めていくことが求められている（文部科学省，

2007）。

しかしながら，教育現場において，多忙な教員が外部専門家の協力を得ず，

単独で上述のような新たな知識や技能を習得し支援を実施することは，職務上

の負担が増大することとなり，非常に困難であると考えられる。また，Griffin

（1999）は，学校現場で実践されている支援・指導技術を含む「実践の知」

と，高等教育機関において教授されている理論などの専門的知識の間には大き

な隔たりがあることを指摘しており，両者の融合が容易でないことが推察でき

る。
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そこで，このような課題を解決し，新たな視点を取り入れた現場に即した支

援を実施することを目的として，スクールカウンセラーや巡回相談員，専門家

チームなど，臨床系有資格者が主となる外部専門家との連携の重要性が示され

ている（文部科学省，2004）。特別支援教育の本格実施に伴い，これらの外部

専門家との教育現場との連携は徐々に浸透しているといえるが，このような外

部専門家が教育現場に関与する時間は非常に限定されているのが実状である。

たとえばスクールカウンセラーであれば週 1回ないし 2回の勤務，また巡回

相談員であれば，巡回相談の依頼があった日の訪問のみとなることも少なくな

い。このような実状に合わせ，日本においても，効果的で効率的な間接支援形

態の研究が不可欠であるとの認識が広がり始めている。そうした間接支援形態

の中でも有効な手立ての一つとして，行動コンサルテーションが挙げられる。

従来のコンサルテーションにおいては，その効果が感覚的に判断されたり，ま

たは質問紙レベルで測定されていることが多いが，行動コンサルテーションに

おいては行動レベルで問題をアセスメントし，具体的な支援を提案する点やさ

らにそれをエビデンスに基づいた数値データによって示す特徴から，効果を具

体的かつ客観的に測定することができる。さらにその方法や効果を明確に示す

ことで，コンサルティ自身が問題に対する支援スキルや知識を身につけ，コン

サルテーションによってもたらされた効果が，複数のクライエントや学校全体

に波及することも期待される。

行動コンサルテーションの特徴とその方法

（1）行動コンサルテーションの特徴とモデル

行動コンサルテーションが従来のコンサルテーションモデルと比べて大きく

異なるのは，前述したように行動分析学を中心とした「行動理論」がその基盤

となっていることはもちろん，問題の解決策や支援方法，またそのスキルをた

だ提供するだけでなく，コンサルティに対しても，彼らがクライエントに対し

てより効果的な支援を実行できるよう行動論的アプローチを用いて間接的な支
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援を提供することで，コンサルティ自身の適切な行動を引き出し，促進するこ

とを重視している点である。この「コンサルティ自身の，クライエントに対す

る適切な行動を最大限に引き出す」という点は，クライエントへの支援方法の

計画に加えてコンサルタントが担う大きな役割であり，コンサルテーション成

否の鍵を握っているといっても過言ではない。

行動コンサルテーションには①問題解決モデル，②行動変容モデル，③Ber-

gan モデル，④社会・対人影響モデルの大きく 4つのモデルが存在する。

本稿では，その中でも，特に行動理論をその基盤として効果を挙げている

Bergan モデルに焦点を当てる。Bergan モデルの行動コンサルテーション

は，それまで行われてきた行動コンサルテーションの実践を理論化し，構造化

された実践法としてその形を完成させたといわれており（大石・加藤，

2004），欧米での多くの研究においてもその効果が示されている（例えば，

Sheridan, Kratochwill, & Bergan, 1990 ; Wilkinson, 1997 ; Wicktrom,

LaFleur, & Witt, 1998 ; Noell, Duhon, Gatti, & Connell, 2002 ; Florence

D., Martens, Briank., Kleinmann, & AraE, 2007など）。また，行動理論に

基づいているという他に，「問題解決志向」という大きな特徴を持っている。

具体的には①問題の同定段階，②問題の分析段階，③指導介入の実施段階，④

指導介入の評価段階という 4段階の問題解決プロセスを通して，クライエン

トやコンサルティの抱える問題を解決していく。この 4段階のプロセスに加

え，行動アセスメント技術の厳守と行動論的な介入方略に準拠し，行動分析と

関連した方法論に基づいた結果の評価をする点，他のモデルに比べてコンサル

ティの主体性や積極性を重視する点を主な特徴として示すことができる。

（2）行動コンサルテーションの方法 ～行動コンサルテーションの 4段階を

中心に～

先に述べた通り，行動コンサルテーションは①問題の同定段階，②問題の分

析段階，③指導介入の実施段階，④指導介入の評価段階の 4段階を通して行

われる。
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問題の同定段階ではまず，コンサルタントとコンサルティが協働して，コン

サルテーションでの介入を実施する問題や課題を同定する。この段階で注意す

べき点としては，コンサルティやクライエント，周囲の人々のニーズを幅広く

把握し，優先順位の高い行動を 1つだけ選定することである。

次に，問題の分析段階では，標的行動が生じるきっかけや標的行動が生起し

た後の環境の変化を機能的アセスメント（1）（O’Neill, Horner, Albin, Spra-

gue, Storey, & Newton, 1997）を用いて分析し，そこから得られた情報を基

に標的行動の改善に向けた介入案を計画・決定する。また，この段階において

は，介入計画に対するコンサルティの受容度（介入計画や方法に対するコンサ

ルティの同意の程度）についても査定することとなる（Reimers, Wacker, &

Koeppl, 1987）。

続く，指導介入の実施段階は，問題の分析段階において決定した介入を，コ

ンサルティがクライエントに対して実行する段階である。コンサルタントは，

コンサルティが継続して正確な介入を実施できるよう，支援スキル獲得を目指

した直接的な訓練や，介入手続きを記載した補助具の使用，またコンサルティ

のクライエントに対する介入の実行度やクライエントの行動の変化をフィード

バックするパフォーマンスフィードバック（Performance Feedback : PF）

と呼ばれる方法などによってコンサルティをサポートする役割を担っている。

これらが行われる理由としては，コンサルティが介入を正確に一貫して実行し

ているかを査定するための指標である「介入整合性（treatment integrity）」

を維持・促進するためであり，介入整合性を維持することは結果的にクライエ

ントに対する介入効果の成否を決定する重要な要素であると考えられている

（Greshman, Gansle, Noell, Cohen, & Rosenblum, 1993）。なお，この「介

入整合性」については，次項で詳しく述べる。

最後は指導介入の評価段階である。この段階では，指導介入の実施が効果的

に発展した後，コンサルテーションを通して目標が達成されたか，介入計画の

修正が必要であるかなどコンサルテーション全体を振り返り，コンサルティと

共に評価・検討することとなる。行動コンサルテーションではコンサルタント
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とコンサルティが連携して問題を解決していくため，コンサルティの満足度や

先述した受容度，コンサルタントの技術や能力について評価を行うことも重要

となる。また，社会的妥当性（2）の観点からもコンサルテーションについて評

価することが不可欠である（大石・加藤，2004）。

行動コンサルテーションにおける「介入整合性」

（1）「介入整合性」とは何か

この項では，先述の行動コンサルテーションの 4段階のうち，指導介入の

実施段階において特に留意すべき介入整合性について述べる。

介入整合性とは，コンサルタントが立てた計画を，コンサルティが企図され

た通りに実行しているかどうかの度合いであり，介入を意図的かつ継続的に正

確な形で実行することである。また，これらの査定・評価は，コンサルティの

言語やチェックリストなどの評定を用いた自己レポートと，コンサルタントが

コンサルティの介入実行の様子を観察するという方法によって行われる（加藤

・大石，2004）。

多くのコンサルテーションにおいては，専門的知識を有した臨床家でなく，

むしろ直接クライエントに関わる人々が介入を実施する。そのため，介入が正

確に一貫して行われているかを評価することが求められる。Bear（1994）

は，介入効果を検討する際，クライエントの行動変容が介入の効果であること

を実証する必要があり，第一に介入整合性を査定しなければならないと述べて

いる。また， Sterling-Turner, Watson, Wildmon, Watkins, & Little,

（2001）は，臨床的介入計画を効果的にするための条件として，中から高程度

の介入整合性が不可欠であると指摘している。つまり，クライエントの問題解

決に対して効果的な介入を行い，行動コンサルテーションを成功させるために

は，コンサルティの介入整合性を維持・促進させることが必要となる。しかし

ながら，行動コンサルテーションの実施のみで十分な介入整合性が維持される

という訳ではなく，むしろ従来のプロセスのみでは介入整合性が維持・促進さ
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れないという研究結果が多く報告されている（Noell, Witt, Gilbertson, Ra-

nier, & Freeland, 1997 ; Jones, Wickstorm, Friman, 1997 ; Sterling-

Turner, Watson, & Moore, 2002）。これらの結果から，介入整合性を維持・

促進させるための様々な方略が検討・実施されている。

次項では，介入整合性に関するこれまでの研究について詳しく述べる。

（2）介入整合性の維持・促進に関するこれまでの研究

行動コンサルテーションにおける介入整合性の維持・促進要因の検討に関し

て，欧米ではすでに多くの研究が行われている。

例えば，Martens（1997）では，指導介入の実施段階において，クライエ

ントの行動に関して目標を設定することに加え，コンサルティが，クライエン

トに対する自身の行動について目標を定め，それに対するフィードバックを受

ける機会を設けた「目標設定とフィードバックノート」を適用し，介入整合性

が維持・促進されることを確認している。また，Ehrhardt（1996）では，就

学前の子どもの問題行動に対し，教員・保護者を対象にコンサルテーションを

行った事例を報告している。そこでは，介入整合性を促進するため，コンサル

ティが介入を実施する際の手がかりとして具体的な手続きを日常的な言葉で文

章化した形の介入台本を提供し，問題行動の低減と介入整合性の促進に成功し

ている。

一方，指導介入の実施段階におけるフォローアップ手続きに焦点を当てた研

究も行われている。例えば Jones（1997）では，3人の教師を対象とした行動

コンサルテーションにおいて，介入整合性の促進のための PF の効果を検証し

ている。ここでは，ベースライン条件・行動コンサルテーションの実施のみの

条件・行動コンサルテーションの実施に PF を加えた条件の 3条件での介入

整合性の差を検討している。PF 条件においては，対象児の行動変容の結果を

視覚的に提示するだけでなく，コンサルティの介入実行の際のエピソードを叙

述的に提示するという形のフィードバックを行っている。その結果，ベースラ

イン条件・コンサルテーションのみの条件では低い値を示していた介入整合性
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が，PF を加えた条件で大幅に上昇したことを確認している。Noell et al.

（2000）では，児童の読書能力向上を標的とした 5名の教師に対する行動コン

サルテーションにおいて，コンサルタントとコンサルティが参加する毎朝 5～

10分のミーティング機会を設定した「短時間のフォローアップミーティング

条件」と，同様のミーティング時間に視覚的データを呈示する「PF 条件」に

よりフォローアップの構造を検討し，PF 条件において全ての教師の介入整合

性の維持・促進と，児童の標的行動の増加を確認している。また，Florence

D. et al.（2007）では，目標設定と生徒の行動変化に関するフィードバックを

行う条件と，教師自身の行動に関するフィードバックに加えて介入整合性が

100％になった際にコンサルタントとのミーティングを取りやめることのでき

る条件での介入整合性の度合いを比較し，教師自身の行動変容をグラフでフィ

ードバックし，介入整合性が 100％であれば，ミーティングをとりやめにで

きるという条件で介入整合性が維持されることを確認している。これは，負の

強化によって介入整合性が維持されたことを示しており，多忙で時間がない教

師にとって，時間短縮が強化になるということを示唆するものである。

介入整合性の維持・促進に関しては，この他にも多くの研究が行われている

が，フィードバックの機会を減らした条件やコンサルテーションが終了した後

の，コンサルティの介入整合性の維持要因は未だ示唆される程度の研究に留ま

っており，今後のさらなる研究の発展が期待されている。

次節では，日本における行動コンサルテーションの実践・研究に焦点を当

て，現状と課題を検討する。

日本における行動コンサルテーション研究と
介入整合性の検討について

（1）日本における行動コンサルテーション研究の流れと現状

先述した通り，近年わが国においても学校などの教育現場と外部の専門家と

が連携した支援の有効性が認識され始め，行動コンサルテーション研究も増加
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傾向にある（例えば，野呂，2002；野口，2003；大久保，2005；奥田，

2005；米山，2007；松岡，2007；鈴木，2009など）。

例えば，野呂（2002）では，ADHD 児と担当教師に対し，児童の授業準備

行動を標的とした行動コンサルテーションを行っている。ここでは，担当教師

による対象児への個別指示やトークンエコノミーを用いた介入により，標的行

動が安定して生起したという結果が報告されている。さらに，担当教師が対象

児の行動に関して記録を行い，大学スタッフがそれを基に大学内の指導室にお

いて対象児にバックアップ強化子を提示するなどの連携した支援にも成功して

いる。また，大久保（2005）では，通常学級に在籍する ADHD 児の攻撃行動

に対する行動コンサルテーションにおいて，対象児への攻撃行動に関するセル

フモニタリングとグラフフィードバックを実施することにより効果を上げてい

る。

また，奥田（2005）では，家族に対する支援として，高機能広汎性発達障

害をもつ不登校児童 2名の保護者に対し，登校行動の形成を標的とした行動

コンサルテーションを実施している。トークンエコノミー法と強化基準変更法

を用いたプログラムを実施した結果，最終的に 2 名とも登校行動が形成さ

れ，介入の効果が確認されている。

行動コンサルテーションの中でも介入整合性に焦点を当てた研究では，野口

（2003）の研究が挙げられる。野口（2003）は，通常学級に在籍する広汎性発

達障害の疑いのある児童の授業参加行動増加を目的とした行動コンサルテーシ

ョンの効果を検討するとともに，コンサルティの介入整合性のフォローアップ

構造を確認するための介入を実施し，児童の授業参加行動が促されたことを報

告している。また，教師に対し，対象児の行動記録の呈示と教師自身の行動に

ついての PF を行った条件において，介入整合性が維持・促進されている。さ

らに野口は，「コンサルティの介入整合性の促進が，対象時の行動が変化する

随伴性（正の強化）によるものである。」とも述べており，上述の Florence.

D et al.（2007）の「負の強化によって介入整合性が維持された。」という結

論とは異なる見解を示している。
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厳密な介入整合性の測定に焦点を当てているもの以外に，教師の支援行動を

促進するための介入を行った研究もいくつか挙げることができる。松岡

（2007）では，授業中に不適切な行動を示す児童の問題行動低減を目的とした

行動コンサルテーションを実施し，効果を上げている。さらに，「対象児への

対応マニュアル」の提供や他の職員への波及を念頭に置いた「参加者全員が強

化されるシステム」の構築により，コンサルタントが不在となっても教師の支

援行動が維持される環境を整備することに成功している。米山（2007）にお

いては，不登校支援に対する教師の介入行動が正の強化で維持されることを目

的とし，チェックリストを用いた教師への介入を実施し，効果を上げている。

さらに，鈴木（2009）では，特別支援学校において知的障害をもつ生徒の問

題行動低減を目的とし，担当教師を対象とした行動コンサルテーションを実施

している。トークンエコノミーを用いた介入の結果，対象生徒の問題行動は低

減，また，コンサルテーション実施期間に週 1回，コンサルティとのミーテ

ィングと PF を継続したことにより，フォローアップ期間においても教師の支

援行動が維持されたことを確認している。

このように，近年行動コンサルテーション研究は増加傾向にあるが，日本に

おいては，やはり欧米に比べ，行動コンサルテーション研究自体の少なさや，

またその中でも介入整合性に焦点を当てた研究はさらに少ないことが大きな課

題といえるであろう。これらの課題に関しては，次項で詳しく述べるとともに

その理由を検討する。

（2）日本における行動コンサルテーション研究の問題点

先述したように，欧米においては盛んに行われている行動コンサルテーショ

ン研究であるが，わが国日本においては増加傾向にあるとはいえ未だ数は少な

く，さらに介入整合性に焦点を当てた研究については，ほとんど実施されてい

ないのが現状である。

教育現場と高等教育機関との連携が叫ばれる中，徐々に外部専門家が現場で

の支援を行う機会増加してきているとはいえ，未だ広い範囲に浸透したと言い
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切れない現状が残されているのはなぜであろうか。大石（2004）では，外部

専門家が現場で支援や介入を展開する際，教師の負担感や抵抗感が大きな障壁

となることが多くあると述べており，これは日本においては特に大きな要因と

なっていることが考えられる。また，Erchul & Martens（2002）は，コンサ

ルタントが教師から向けられる可能性のある両価的感情について言及し，コン

サルティは一方ではコンサルタントの専門的知識や助言を歓迎するかもしれな

いが，他方では「システムを変容させる」ことを狙いとしたコンサルタントの

試みがあまりに急進的である場合，懸念を示す可能性があると指摘している。

このように，教育現場において，教職以外の異質な立場の者を受け入れること

に対する教員の抵抗感と負担感や多忙さが，外部専門家との連携した支援を阻

む要因の大きな柱になっていると考えられる。

また，たとえ学校現場において管理職の立場の人々が外部専門家との連携し

た支援を求めていたとしても，実際に教鞭を取る教員たちが児童生徒の問題行

動を「解決すべき問題・課題である」ととらえておらず，特別な支援を必要と

していない場合には，実質的な受け入れが困難となるであろう（大石，

2004）。このような，実質的にコンサルティとなる立場の者が行動コンサルテ

ーションによる支援を受け入れ難いと捉えている場合，行動コンサルテーショ

ンの成功は困難を極めコンサルティの側も「支援がうまくいかなかった」とい

う失敗経験を積むことになり，外部専門家への抵抗感がさらに強まるという悪

循環に陥ることも予測される。これでは，支援や専門的知識をより様々な場面

において波及させることが目的である行動コンサルテーションが，逆に外部専

門家と現場との連携を弱めてしまうことになりかねない。

さらに，日本においては，スクールカウンセラーや巡回相談員等の心理学の

専門的知識を有する者が教育現場に関与する機会が限られていることや，制度

上，現時点では資金面での援助が得られにくい点など，他にも様々な障壁が考

えられる。しかしながら，このような多くの障壁や制限がある中においても，

様々な方略により行動コンサルテーションを潤滑に行い，また介入整合性を充

分に維持・促進して支援の効果を上げている研究も上述の通り存在する。
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終節では，わが国において，どのような点に配慮や工夫を行うことで，行動

コンサルテーションをさらに教育現場に浸透させることができるのかを検討

し，さらに今後の研究において明らかにしていくべき点についても考察する。

日本における行動コンサルテーション研究の今後の課題

教育現場における行動コンサルテーションは，その有効性や重要性が様々な

研究で明らかにされながらも，日本においては未だその実践が波及するには至

っておらず，先に述べてきたような多くの課題が残されている。また，介入整

合性の検討に関しても同様に多くの課題が残されているが，では，それらの課

題点を解決し，教育現場において有効な行動コンサルテーションを波及させる

ためにはどのような方法があるのであろうか。

野呂（2002）では，教員が，児童の問題行動への介入に加え児童の行動に

関するデータ収集を行っているが，一定の効果を上げている。その理由として

は，記録の機会が限定されていた上，それに対する手続きも明確・簡潔なもの

（毎時間，授業準備に関する個別指示を出し，それに対してトークンを用いた

フィードバックを行う）であったためだと考えられる。また，大石（2004）

は，外部専門家が学校に入る際には，教員の労力や負担感を最小化するため

に，教員の要請に全面的に応えることや短期間で行動成立の可能性が高められ

る活動を重点的に行うなどの工夫が必要であると指摘している。松岡（2007）

では，教育現場に他機関の者が入ることに対する抵抗感の存在を認めながら

も，文書によるインフォームドコンセントを行うことにより，コンサルタント

・コンサルティの双方にとってメリットが予測でき，潤滑な行動コンサルテー

ションの実施が可能になるのではないかと指摘している。また，教員が自身の

効力感を得られるような肯定的なフィードバックを行うことも，教員の抵抗感

を減少させ，外部専門家との連携した支援を促進させるために有効であると主

張している。

このように，明確・簡潔な手続きの設定や，介入実施が教員にとっても正の
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強化となるようなフィードバックの実施，またコンサルティとコンサルタント

双方にとってのメリットが予測できるような明確な介入計画の提示などを取り

入れることにより，教員の抵抗感や負担感という障壁を最小限におさえ，コン

サルタント・コンサルティ両者にとって有効な行動コンサルテーションの実施

が可能になり，さらに介入整合性の維持・促進にも繋がるのではないかと考え

られる。今後は欧米の研究を基に，クライエントの行動変容だけでなく，コン

サルティの支援行動にも充分に目を向け，日本の教育現場に合わせた介入整合

性の維持・促進の手続きを検討する必要性があるだろう。

なお，以上述べてきた点の他にも，行動コンサルテーションの実施において

は，コンサルティの特性（性別や年齢，教員歴や専門知識・技術など）やコン

サルタントの身分・立場といった背景要因も大きく影響することが考えられる

が，従来の研究では，このような背景要因の検討はほとんどなされていない。

このような点を含め，行動コンサルテーション研究の発展が望まれると共に，

それに伴う介入整合性の維持・促進に関するさらなる検討が期待される。

注
⑴ 機能的アセスメント：行動的問題を生起しやすくしている，または生起しにくく
している状況や場面（先行事象），そしてそれらの行動に後続することにより行
動を強化・維持している結果（後続事象）を同定し，行動的問題の機能及びそれ
らを制御している環境事象や刺激を明らかにする手続き。

⑵ 社会的妥当性：介入プログラムが，クライエント，周囲の人的環境および社会的
観点から，その価値や重要性が認められること。応用行動分析学においては特に
重視される。
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